
計算書類に対する注記（法人全体用） 別紙１

１. 継続事業の前提に関する注記

該当なし

２. 重要な会計方針

(1)

有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2) 引当金の計上基準　

徴収不能引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の実積率をもとに算出した

                          貸倒実積率により計上している。

賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当年度に帰属する

                   額を計上している。

３. 重要な会計方針の変更

該当なし

４. 法人で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

職員について、独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度に加入している。

５. 法人が作成する計算書類等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する計算書類は以下の通りになっている。

(1) 法人全体の計算書類（会計基準省令第一号第一様式、第二号第一様式、第三号第一様式）

(2) 事業区分別内訳表（会計基準省令第一号第二様式、第二号第二様式、第三号第二様式）

(3) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、社会福祉事業の拠点区分が一つのため作成していない。

(4) 公益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、公益事業の拠点区分が一つのため作成していない。

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表（会計基準省令第一号第三様式、第二号第三様式、第三号第三様式）

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。

（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア　特別養護老人ホームサニーポート小名浜拠点区分　（社会福祉事業）

「法人本部」

「特別養護老人ホームサニーポート小名浜」

「短期入所生活介護事業所サニーポート小名浜」

「通所介護事業所サニーポート小名浜」

「居宅介護支援事業所サニーポート小名浜」

「事業所内託児所」

「内郷居宅介護支援事業所」

イ　おおはら保育園　拠点区分　（公益事業）

「企業主導型保育施設　おおはら保育園」

「事業所内託児所　おひさまホーム」

６. 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 1,093,263,285 0 37,212,086 1,056,051,199

合　計 1,093,263,285 0 37,212,086 1,056,051,199

固定資産の減価償却の方法



計算書類に対する注記（法人全体用） 別紙１

７. 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

８. 担保に供している資産

（単位：円）

種　類 期末帳簿価額 担保の種類 内容 期末残高

基本財産建物 1,056,051,199 抵当権 設備資金借入金
（1年以内返済予定額を含む）

1,082,224,000

合　計 1,056,051,199 1,082,224,000

９. 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,431,234,219 375,183,020 1,056,051,199

構築物 48,219,781 32,576,455 15,643,326

器具及び備品 62,463,540 56,553,109 16,887,551

有形リース資産 15,037,920 13,140,420 1,897,500

合　計 1,556,955,460 477,453,004 1,090,479,576

10. 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 82,269,336 0 82,269,336

未収金 133,200 0 133,200

未収補助金 2,460,479 0 2,460,479

合計 84,863,015 0 84,863,015

11. 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

12. 関連当事者との取引の内容

該当なし

13. 重要な偶発債務

該当なし

14. 重要な後発事象

該当なし

15． 合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け

該当なし

16. その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

担保に供されている資産 担保している債務

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。



計算書類に対する注記（特別養護老人ホーム　サニーポート小名浜拠点区分用） 別紙２

1． 重要な会計方針

(1)

有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっている。

(2) 引当金の計上基準　

徴収不能引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の実積率をもとに算出した

                          貸倒実積率により計上している。

賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当年度に帰属する

                   額を計上している。

2． 重要な会計方針の変更

該当なし

3． 拠点で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

職員について、独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度に加入している。

4． 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下の通りになっている。

(1) 特別養護老人ホーム　サニーポート小名浜拠点計算書類

（会計基準省令第1号第四様式、第2号第四様式、第3号第四様式）

（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3⑪）

ア　法人本部

イ　特別養護老人ホームサニーポート小名浜

ウ　短期入所生活介護事業所サニーポート小名浜

エ　通所介護事業所サニーポート小名浜

オ　居宅介護支援事業所サニーポート小名浜

カ　事業所内託児所

キ　内郷居宅介護支援事業所

（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3⑩）は省略している。

5． 基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

建物 1,093,263,285 0 37,212,086 1,056,051,199

合　計 1,093,263,285 0 37,212,086 1,056,051,199

固定資産の減価償却の方法



計算書類に対する注記（特別養護老人ホーム　サニーポート小名浜拠点区分用） 別紙２

6． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7． 担保に供している資産

（単位：円）

種　類 期末帳簿価額 担保の種類 内容 期末残高

基本財産建物 1,056,051,199 抵当権 設備資金借入金
（1年以内返済予定額を含む）

1,082,224,000

合　計 1,056,051,199 1,082,224,000

8． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物（基本財産） 1,431,234,219 375,183,020 1,056,051,199

構築物 48,219,781 32,576,455 15,643,326

器具及び備品 62,463,540 55,636,520 16,887,551

有形リース資産 15,037,920 13,140,420 1,897,500

合　計 1,556,955,460 476,536,415 1,090,479,576

9． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 82,250,336 0 79,026,108

未収金 133,200 0 133,200

未収補助金 2,460,479 0 2,460,479

合計 84,844,015 0 81,619,787

10． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11． 重要な後発事象

該当なし

12． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし

担保に供されている資産 担保している債務

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。



計算書類に対する注記（おおはら保育園　拠点区分用） 別紙３

1． 重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準　

徴収不能引当金・・・債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の実積率をもとに算出した

                          貸倒実積率により計上している。

賞与引当金・・・職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込み額のうち当年度に帰属する

                   額を計上している。

2． 重要な会計方針の変更

該当なし

3． 拠点で採用する退職給付制度

当法人で採用する退職給付制度は以下のとおりである。

職員について、独立行政法人福祉医療機構の退職共済制度に加入している。

4． 拠点が作成する計算書類とサービス区分

当拠点区分において作成する計算書類等は以下の通りになっている。

(1) おおはら保育園　拠点計算書類

（会計基準省令第1号第四様式、第2号第四様式、第3号第四様式）

（2） 拠点区分事業活動明細書（別紙3⑪）

ア　おおはら保育園

イ　おひさまルーム

（3） 拠点区分資金収支明細書（別紙3⑩）は省略している

5． 基本財産の増減の内容及び金額

該当なし

6． 基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し

該当なし

7． 担保に供している資産

該当なし

8． 有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

該当なし

9． 債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は、以下のとおりである。

（単位：円）

債権額 徴収不能引当金の当期末残高 債権の当期末残高

事業未収金 3,243,228 0 3,243,228

未収金 0 0

未収補助金 0 0

合計 3,243,228 0 3,243,228

10． 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

11． 重要な後発事象

該当なし

12． その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債

及び純資産の状態を明らかにするために必要な事項

該当なし


